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いわて花巻空港の令和７年度上期ダイヤ改正のお知らせ
　いわて花巻空港の定期便のダイヤが令和７年３月 30日（日）から改正されます。 
　いわて花巻空港からは、札幌、名古屋、大阪、神戸、福岡、台北（台湾）への直行便が運航さ
れています。なお、上海線は、現在運休中です。 
　詳しい運航情報については、直接各航空会社にお問い合わせください。

協会けんぽ岩手支部の加入者・事業主の皆様へ

7

※給与計算を担当されている方はお気をつけ下さい。
令和7年2月分

（3月納付分）まで
令和7年3月分

（4月納付分）から

健康保険料率

介護保険料率
9.63％
1.60％

9.62％
1.59％

保険料額表はこちらから➡ 協会けんぽ　令和7年度保険料額表 検索

◆ご不明な点がございましたら、協会けんぽまでお問い合わせ下さい。
　『全国健康保険協会  岩手支部（協会けんぽ） 』　TEL：019-604-9009（代表）

給与・賞与の

給与・賞与の

給与・賞与の

給与・賞与の

～ ～
～ ～
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　4月15日（火）　午後２時～午後４時
　　　本所会議室
　　　相談員：岩手銀河法律事務所

４月3日（木）　午後2時～午後4時
　　　本所会議室
　　　相談員：税理士  及川和人

　※国民生活事業

4月8日（火）・22日（火）
　　　午前10時～正午　　 本所相談室
　　　午後 1時～午後3時　江刺支所相談室
　　　相談員：日本政策金融公庫一関支店
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　　　本所会議室
　　　相談員：岩手銀河法律事務所
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奥州市景気動向調査（実績：令和6年10～12月・見通し：令和7年1～3月）

写真はイメージ

今期結果のポイント

【業況ＤＩの推移（全産業）】※破線は前回調査時の見通し
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【売上（受注・出荷）ＤＩの推移（全産業）】※破線は前回調査時の見通し
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　奥州商工会議所が４半期毎に
実施している景気動向調査で、今
回調査の全産業合計の業況ＤＩは
▲16.0と、前回調査（▲29.7）か
ら13.7ポイント改善した。業種別
では全産業で改善を示している。
向こう3ヵ月（1月～3月）の業況
ＤＩの先行き見通しについては▲
25.8 と、前回の調査見通し (▲
27.7）よりも改善する見通しとな
ったが今期実績よりも悪化する
見通しとなった。業種別では小売
業・卸売業・建設業で数値が改
善の見通し、製造業・サービス
業で数値が悪化の見通しを示し
ている。
　一方今回調査の全産業合計の
売上ＤＩは▲15.9と、前回調査
（▲27.3）から11.4ポイント改
善した。業種別では全産業で改
善を示している。向こう3ヵ月（1
月～３月）の売上ＤＩの先行き見

通しについては▲25.9と、前回の調査見通し (▲24.0）及び今期実績よりも悪化する見通しとなった。業種別で
は小売業・卸売業で数値が改善の見通し、製造業・建設業・サービス業で数値が悪化の見通しを示している。
　今回の調査では、全産業合計の業況ＤＩは前回調査時の見通しを大
きく上回った。売上ＤＩについても前回調査時の見通しを大きく上回っ
た。特に小売業は業況・売上ＤＩ共に前回実績及び見通しよりも大幅
な改善を示している。一方、向こう３カ月の見通しは非常に厳しい見立
てをしており、全産業合計の業況・売上ＤＩ見通しは共に今期実績より
も悪化を示している。業種別では製造業・サービス業で業況・売上Ｄ
Ｉ見通し共に悪化を示す一方、小売業・卸売業は業況・売上ＤＩ見通
し共に改善を示しており、業種間での格差が現れている。
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市長要望
　　　　「雇用確保対策について」

奥州市の回答

市長要望
　　「魅力ある地域づくりについて」

奥州市の回答

　日本商工会議所が全国の中小企業を対象に行った雇用に関する調査で、「人手が不足している」と回答し
た企業が６割を超え、人手不足の問題が深刻化しております。特にも生産年齢人口の減少が大きな問題となっ
ており、労働力確保のため外国人労働者を受け入れる企業が増加傾向にあります。当市の在住外個人は令和
６年３月末時点で８１９人と、５年前の平成３１年３月末の６３６人から28.7％増加しており、それに伴い外
国人労働者も増加傾向にあります。
　しかしながら、外国人労働者の受け入れに際してはハードルも高く、①職場に対応するための日本語教育
の充実、②外国人労働者が安心して生活できるよう住居の確保や医療・福祉サービスへのアクセスを容易に
するためなどの生活支援、③地域住民と文化的な理解し合うための文化理解、④外国人労働者が地域社会
に溶け込むための地域コミュニティ活動への参画など課題も多いのが現状です。
　つきましては、これら諸課題へ対応すべく、専門窓口を早急に開設するとともに、外国人労働者が安心し
て働くための環境整備を行う企業に対して助成金を支給するなど、地域社会の持続的な発展のための支援を
積極的に行うよう要望します。

　水沢公共職業安定所管内における外国人労働者は令和５年１０月末現在にて４９５名と増加傾向にあります。こ
のような中、当市では、令和６年度において岩手大学の地域課題解決プログラムにて、「奥州市内における技能実
習生・外国人労働者の職場および地域社会への定着に関する研究」をテーマに、外国人労働者が職場だけではな
く、地域社会に親しみを持ちながら暮らすことができているかの研究に取り組んでおります。
　この岩手大学との研究成果を参考にするとともに、近隣他市町における先進事例の聞き取りや企業訪問等におけ
る企業側のニーズ把握を行い、外国人労働者を雇用する企業に対する支援のあり方について、検討を進めてまいり
ます。（商工観光部）
　市では、日本語教室や日本語能力試験の対策講座の開催、専門職による生活相談会の実施等、生活支援事業
を奥州市国際交流協会と連携して行っております。これらの支援事業については、企業及び外国人労働者にもっと
活用いただけるよう企業訪問等の機会を捉え広く周知してまいります。
　また、市民が外国人を地域の一員として受け入れる意識を醸成し、共に安心して暮らせるまちづくりを進めるた
め、「多文化共生推進講演会」を毎年開催しております。昨年度は、技能実習生と町内会の交流について事例紹
介を行いました。
　今後も国・県・企業の動向を注視しながら、外国人の受入環境整備など支援のあり方を検討してまいります。（政
策企画部）

　市では、「まちづくりはひとづくり」という理念のもと、メイプルを取得し、市街地の賑わいのための核施設となる「ま
ちのランドマーク」として位置付けるとともに、再活用を進めることにしました。
　活用を進めるにあたっては、「モノの拠点からヒトの拠点へ」をコンセプトに掲げ、民間事業者と連携しながら施
設の価値向上と将来的な民間譲渡を目指したアセットマネジメントプランの設計を進めているところであり、ご要望
の視点も検討してまいります。（政策企画部）
　「おうしゅう“まるかじり” 応援の店」や「う米（まい）のおうしゅう食の黄金店」と連携し、「おうしゅう まるか
じり の日」と市産農畜産物や地元酒等のＰＲを行います。また、旬の市産食材を使用した「からだ活き活きレシピ」
などにより、地元食材購入の促進を図ってまいります。
　なお、商品券事業やポイント付与事業につきましては、産直施設の意向を伺ってまいります。（農林部）
　奥州市立地適正化計画に位置付けている各種誘導施策を確実に実施し、居住や都市機能増進施設の誘導区域
内への誘導を図り、持続可能なまちづくりを進めます。また、必要に応じて誘導施策の追加、見直しも行います。（都
市整備部）
　誘客促進に繋げ、地域の稼ぐ力を促進する手段として「観光地域づくり法人（ＤＭＯ）」は一つの有効な方法で
あると認識しており、民間運営による主体的な取組が求められています。
　今年度においては、ＤＭＯの基本的な事項の理解を深めるためのセミナーを開催するとともに、今後の設立に向
けた動きなどを注視しながら、必要な支援を検討してまいります。（商工観光部）

　魅力的な地域づくりのためには、地域経済の活性化が必要不可欠であり、ネットビジネスが普及するなか
地元事業者の発展が重要となります。
　つきましては、地産地消の推進策として「おうしゅう地産地消わくわく条例」の更なる普及や「買い物は奥
州キャンペーン」の展開に努めていただき、併せて、市内全域を対象とした商品券事業やマイナンバー登録
者へのポイント付与事業など、地元消費者の購買意欲を醸成させる施策を展開していただきますよう要望い
たします。
　更に、近年、少子化が進むなか、地域経済の持続的な発展のためには、都市基盤や地域基盤の維持・整
備が必要であり、昨年度、奥州市で策定された「奥州市立地適正化計画」の取り組みを着実に進め、都市
基盤及び地域基盤の維持に努めていただきますよう要望いたします。
　なかでも、「奥州市立地適正化計画」において、中心都市拠点と位置付けられている水沢駅周辺の施策に
おいては、メイプルを活用した将来を担う若者世代を中心とした全世代が集まれる社会教育・子育て教育・
生涯学習などの拠点化を視野に、調査・検討していただき、賑わいの創出に繋がる施設にしていただきます
よう要望いたします。
　観光分野においては、近年、盛岡市がニューヨークタイムズ紙の「2023年に行くべき52ヵ所」に選ばれ
たことや、岩手県出身のスポーツ選手の活躍により、岩手県への注目度が国内外問わず、高まっており、多
くの観光客が増加しております。岩手県内においても、観光分野に対する重要性に多くの期待が寄せられて
おり、県内各地で観光地域づくり法人（ＤＭＯ）が設立されております。当市においても更なる誘客促進に
繋げるため、観光地域づくり法人（ＤＭＯ）の設立が急務と考えております。
　つきましては、産業としての観光の位置づけを明確にし、地域の稼ぐ力を促進するため、観光地域づくり
法人（ＤＭＯ）の設立に向けた関係団体との調整や調査等の取り組みを推進していただきますよう要望いた
します。（DMOとはDestination Management Organizationの略）

⑶　外国人雇用のための受入れ環境整備について
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奥州市の回答

市長要望
　　「魅力ある地域づくりについて」

奥州市の回答

　日本商工会議所が全国の中小企業を対象に行った雇用に関する調査で、「人手が不足している」と回答し
た企業が６割を超え、人手不足の問題が深刻化しております。特にも生産年齢人口の減少が大きな問題となっ
ており、労働力確保のため外国人労働者を受け入れる企業が増加傾向にあります。当市の在住外個人は令和
６年３月末時点で８１９人と、５年前の平成３１年３月末の６３６人から28.7％増加しており、それに伴い外
国人労働者も増加傾向にあります。
　しかしながら、外国人労働者の受け入れに際してはハードルも高く、①職場に対応するための日本語教育
の充実、②外国人労働者が安心して生活できるよう住居の確保や医療・福祉サービスへのアクセスを容易に
するためなどの生活支援、③地域住民と文化的な理解し合うための文化理解、④外国人労働者が地域社会
に溶け込むための地域コミュニティ活動への参画など課題も多いのが現状です。
　つきましては、これら諸課題へ対応すべく、専門窓口を早急に開設するとともに、外国人労働者が安心し
て働くための環境整備を行う企業に対して助成金を支給するなど、地域社会の持続的な発展のための支援を
積極的に行うよう要望します。

　水沢公共職業安定所管内における外国人労働者は令和５年１０月末現在にて４９５名と増加傾向にあります。こ
のような中、当市では、令和６年度において岩手大学の地域課題解決プログラムにて、「奥州市内における技能実
習生・外国人労働者の職場および地域社会への定着に関する研究」をテーマに、外国人労働者が職場だけではな
く、地域社会に親しみを持ちながら暮らすことができているかの研究に取り組んでおります。
　この岩手大学との研究成果を参考にするとともに、近隣他市町における先進事例の聞き取りや企業訪問等におけ
る企業側のニーズ把握を行い、外国人労働者を雇用する企業に対する支援のあり方について、検討を進めてまいり
ます。（商工観光部）
　市では、日本語教室や日本語能力試験の対策講座の開催、専門職による生活相談会の実施等、生活支援事業
を奥州市国際交流協会と連携して行っております。これらの支援事業については、企業及び外国人労働者にもっと
活用いただけるよう企業訪問等の機会を捉え広く周知してまいります。
　また、市民が外国人を地域の一員として受け入れる意識を醸成し、共に安心して暮らせるまちづくりを進めるた
め、「多文化共生推進講演会」を毎年開催しております。昨年度は、技能実習生と町内会の交流について事例紹
介を行いました。
　今後も国・県・企業の動向を注視しながら、外国人の受入環境整備など支援のあり方を検討してまいります。（政
策企画部）

　市では、「まちづくりはひとづくり」という理念のもと、メイプルを取得し、市街地の賑わいのための核施設となる「ま
ちのランドマーク」として位置付けるとともに、再活用を進めることにしました。
　活用を進めるにあたっては、「モノの拠点からヒトの拠点へ」をコンセプトに掲げ、民間事業者と連携しながら施
設の価値向上と将来的な民間譲渡を目指したアセットマネジメントプランの設計を進めているところであり、ご要望
の視点も検討してまいります。（政策企画部）
　「おうしゅう“まるかじり” 応援の店」や「う米（まい）のおうしゅう食の黄金店」と連携し、「おうしゅう まるか
じり の日」と市産農畜産物や地元酒等のＰＲを行います。また、旬の市産食材を使用した「からだ活き活きレシピ」
などにより、地元食材購入の促進を図ってまいります。
　なお、商品券事業やポイント付与事業につきましては、産直施設の意向を伺ってまいります。（農林部）
　奥州市立地適正化計画に位置付けている各種誘導施策を確実に実施し、居住や都市機能増進施設の誘導区域
内への誘導を図り、持続可能なまちづくりを進めます。また、必要に応じて誘導施策の追加、見直しも行います。（都
市整備部）
　誘客促進に繋げ、地域の稼ぐ力を促進する手段として「観光地域づくり法人（ＤＭＯ）」は一つの有効な方法で
あると認識しており、民間運営による主体的な取組が求められています。
　今年度においては、ＤＭＯの基本的な事項の理解を深めるためのセミナーを開催するとともに、今後の設立に向
けた動きなどを注視しながら、必要な支援を検討してまいります。（商工観光部）

　魅力的な地域づくりのためには、地域経済の活性化が必要不可欠であり、ネットビジネスが普及するなか
地元事業者の発展が重要となります。
　つきましては、地産地消の推進策として「おうしゅう地産地消わくわく条例」の更なる普及や「買い物は奥
州キャンペーン」の展開に努めていただき、併せて、市内全域を対象とした商品券事業やマイナンバー登録
者へのポイント付与事業など、地元消費者の購買意欲を醸成させる施策を展開していただきますよう要望い
たします。
　更に、近年、少子化が進むなか、地域経済の持続的な発展のためには、都市基盤や地域基盤の維持・整
備が必要であり、昨年度、奥州市で策定された「奥州市立地適正化計画」の取り組みを着実に進め、都市
基盤及び地域基盤の維持に努めていただきますよう要望いたします。
　なかでも、「奥州市立地適正化計画」において、中心都市拠点と位置付けられている水沢駅周辺の施策に
おいては、メイプルを活用した将来を担う若者世代を中心とした全世代が集まれる社会教育・子育て教育・
生涯学習などの拠点化を視野に、調査・検討していただき、賑わいの創出に繋がる施設にしていただきます
よう要望いたします。
　観光分野においては、近年、盛岡市がニューヨークタイムズ紙の「2023年に行くべき52ヵ所」に選ばれ
たことや、岩手県出身のスポーツ選手の活躍により、岩手県への注目度が国内外問わず、高まっており、多
くの観光客が増加しております。岩手県内においても、観光分野に対する重要性に多くの期待が寄せられて
おり、県内各地で観光地域づくり法人（ＤＭＯ）が設立されております。当市においても更なる誘客促進に
繋げるため、観光地域づくり法人（ＤＭＯ）の設立が急務と考えております。
　つきましては、産業としての観光の位置づけを明確にし、地域の稼ぐ力を促進するため、観光地域づくり
法人（ＤＭＯ）の設立に向けた関係団体との調整や調査等の取り組みを推進していただきますよう要望いた
します。（DMOとはDestination Management Organizationの略）

⑶　外国人雇用のための受入れ環境整備について

4 5商工奥州　Vol.192  
令和7年3月15日発行（毎月15日発行）

商工奥州　Vol.192
    令和7年3月15日発行（毎月15日発行）



※お問合せは
　地域振興部まで。℡24-3141

◦原稿サイズは次の２種類です。
◦１回掲載、連続掲載、様々出来ます。
　（６回掲載の場合は１回分無料になります）

1段：全部
1回11,000円

1段：1／2
1回 5,500円

　事業所の活動や、会社のＰＲ広
告として、是非ご活用下さい。
　毎月事業所及び関係団体に約
２,７００部をお届けしています。

「商工奥州」広告掲載事業所募集中！！「商工奥州」広告掲載事業所募集中！！

　大泉洋さんや安田顕さんたちが結成した北海道出身の演劇ユニットＴＥＡＭ ＮＡＣＳ（チームナックス）の一員、
俳優の森崎博之さんにお話を伺う機会がありました。森崎さんは出演するテレビ番組や舞台などを通じ、農業や農
家を応援する活動に長く取り組んでいます。北海道ローカルで農業と農家を取り上げるテレビ番組に
1７年間にわたって出演し、70０件以上の現場取材経験から農業の将来に危機感を持っているのです。
　番組の中で採れたて野菜のおいしさを知ってもらうため、トマト嫌いの子どもたちをトマト農家に連れて行き、も
ぎたてを食べてもらったことがあるそうです。どの子も「自分が知っているトマトと違う」と感じ、さらにそのうちの
１人が「こんなおいしいものをつくれる生産者はかっこいい」と思って、その後農業高校から酪農関係の大学へ進
んで農業経営を学び、現在は地元の生産者支援の仕事に就いているそうです。つくられている現場を知り、実際に
つくっている人に話を聞いて食べる経験が、子どもたちのトマトへの苦手意識を払拭したといえるでしょう。
　「野菜（食材）をもっとおいしく食べるために大事な三つのこと」を森崎さんは消費者に伝えたいと言います。そ
れは「知ること」「感謝すること」「応援すること」で、「知ること」は、トマトならトマトで、どんな種類があるのか、どうやっ
てつくられているか、どんな調理法があるか、どんな歴史や地域性があるかなど、モノ自体をもっと深く知ってもら
うことです。
　「感謝すること」は、それがどんな人によってつくられているか、どんな人がここまで運んでくれたか、どんな人が
料理してくれたかなど、自分においしさと健康をもたらしてくれたヒトに思いをはせることです。三つ目の「応援する
こと」は、消費者自身が感じたおいしさや健康などの体験が広く次の世代へと受け継がれていくよう、食べることは
もちろん、自分が経験したことを誰かに伝えるといった、つくり手を応援する行動を何か起こしてほしいということで
す。
　この三つの要素を、広くモノやサービスを提供している " つくり手 " 側の目線でいえば、商品やサービスの良さを
消費者に伝え、さらに商品やサービスが生まれて消費者に届くまでのストーリーもしっかり伝えることに相当するで
しょう。三つ目の「応援する」は、消費者との関係を強めることを意味します。これは消費者自身が生産に関わる
クラウドファンディングや、環境保護や事業支援などを目的にしたエシカル消費などの最近のトレンドと合致した考
えです。つくり手の立場から、消費者を巻き込む、コアなファンづくり、インフルエンサー育成といった表現をされ
ることもあります。
　森崎さんは「農業の大変さや将来への不安が報じられますが、それはどの業種でも同じことが起きています」と
言います。農業の課題は日本の産業全体の課題であるようです。

　日経ＢＰ総合研究所 上席研究員。198６年筑波大学大学院理工学研究科修士課程
修了。同年日本経済新聞社入社。ＩＴ分野、経営分野、コンシューマ分野の専門誌編
集部を経て現職。全国の自治体・商工会議所などで地域活性化や名産品開発のコンサ
ルティング、講演を実施。消費者起点をテーマにヒット商品育成を支援している。著書
に『地方発ヒットを生む　逆算発想のものづくり』（日経ＢＰ社）。

「食べ物をおいしくする三つのこつと
消費者との関係のつくり方」

「食べ物をおいしくする三つのこつと
消費者との関係のつくり方」

　株式会社フジタは、富山県高岡市に拠点を構える町工場で、アルミ削り出し加工やアルミ鋳造金型設計・製作
を手掛けています。
　代表取締役社長の梶川貴子さんは、幼少期から工場が身近な環境で育ちましたが、当初は家業を継ぐつもりは
なく、アパレルの専門学校に進学し、卒業後は金沢のアパレルメーカーに就職しました。しかしその後、実家に戻り、
自分の居場所づくりのため、家業のデジタル化に取り組むようになりました。
　198７年にＰＣ－980１というパソコンを購入し、給与計算システムを自作しました。これをきっかけに業務の効
率化が進み、その後は生産管理のデジタル化や社内コミュニケーションの円滑化へと発展しました。さらに近年で
は動画やＳＮＳを活用した情報発信にも力を入れ、町工場の技術力や魅力を広く伝えることで、新たなビジネス機
会を生み出すことに成功しました。
　同社のもう一つの大きな特徴は、アートや哲学を取り入れた経営です。クラウドファンディングを活用して資金を
集め、第２工場の敷地内に２０1７年、「Ｆａｃｔｏｒｙ Ａｒｔ Ｍｕｓｅｕｍ ＴＯＹＡＭＡ」を設立しました。金属加工
技術を生かしたメタルアート作品を展示する美術館です。
　また、美術館の２階にはワークショップスペースが設けられ、毎月「哲学カフェ」が開催されています。ここでは、
ものづくりや経営、人生観について自由に意見を交換しながら、新たな考え方や発想が生み出されています。１３
年から年に１回、全従業員が参加する戦略会議を開催しており、同日に社内限定の哲学カフェも実施しています。「お
金とは何か？」「共通善とは何か？」「顧客の創造とは何か？」といったテーマについて半日かけて議論することで、
従業員の仕事への向き合い方にも変化が生まれています。
　フジタの取り組みは、町工場の経営にデジタル技術とアートや哲学を組み込むことで、新たな可能性を切り開い
ている好例です。デジタル化による業務効率化と情報発信に加え、アートや哲学を取り入れることで、自律的な現
場人材の育成にもつながっています。単能工から多能工、さらに " 多脳工 " へと進化し、ものづくりエンジニア集
団へと成長しています。これらの取り組みは、ものづくりの新たな形を模索するほかの町工場や企業にとって、大き
な示唆を与えるものとなっています。（この事例は筆者取材時のものであり、現在では異なる場合があります）

　ウイングアーク１ｓｔデータのじかん主筆。ＩＴ企業を経て三菱総合研究所に１２年間在
籍し、２０１８年から現職。専門はデジタル化による産業構造転換、中小企業のデジタル
化。オウンドメディア『データのじかん』での調査研究・情報発信が主な業務。社外活
動として、東京商工会議所ものづくり人材育成専門家ＷＧ座長、エッジプラットフォーム
コンソーシアム理事、特許庁Ⅰ－ＯＰＥＮ専門家、ロボット革命・産業ＩｏＴイニシアティ
ブ協議会中堅中小ＡＧ副主査、サービス創新研究所副所長など。ｉ．ｌａｂ、リアクタージャ
パン、Ｇａｒａｇｅ Ｓｕｍｉｄａ研究所、Ｆａｃｔｏｒｙ Ａｒｔ Ｍｕｓｅｕｍ ＴＯＹＡＭＡ、ハ
タケホットケなどを兼務。各地商工会議所・自治体での講演、新聞・雑誌の寄稿多数。
近著『アイデアをカタチにする！Ｍ５Ｓｔａｃｋ入門＆実践ガイド』。

「ＤＸ×哲学×アートが育む
  多脳工の新たなものづくり」
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※お問合せは
　地域振興部まで。℡24-3141

◦原稿サイズは次の２種類です。
◦１回掲載、連続掲載、様々出来ます。
　（６回掲載の場合は１回分無料になります）

1段：全部
1回11,000円

1段：1／2
1回 5,500円

　事業所の活動や、会社のＰＲ広
告として、是非ご活用下さい。
　毎月事業所及び関係団体に約
２,７００部をお届けしています。

「商工奥州」広告掲載事業所募集中！！「商工奥州」広告掲載事業所募集中！！

　大泉洋さんや安田顕さんたちが結成した北海道出身の演劇ユニットＴＥＡＭ ＮＡＣＳ（チームナックス）の一員、
俳優の森崎博之さんにお話を伺う機会がありました。森崎さんは出演するテレビ番組や舞台などを通じ、農業や農
家を応援する活動に長く取り組んでいます。北海道ローカルで農業と農家を取り上げるテレビ番組に
1７年間にわたって出演し、70０件以上の現場取材経験から農業の将来に危機感を持っているのです。
　番組の中で採れたて野菜のおいしさを知ってもらうため、トマト嫌いの子どもたちをトマト農家に連れて行き、も
ぎたてを食べてもらったことがあるそうです。どの子も「自分が知っているトマトと違う」と感じ、さらにそのうちの
１人が「こんなおいしいものをつくれる生産者はかっこいい」と思って、その後農業高校から酪農関係の大学へ進
んで農業経営を学び、現在は地元の生産者支援の仕事に就いているそうです。つくられている現場を知り、実際に
つくっている人に話を聞いて食べる経験が、子どもたちのトマトへの苦手意識を払拭したといえるでしょう。
　「野菜（食材）をもっとおいしく食べるために大事な三つのこと」を森崎さんは消費者に伝えたいと言います。そ
れは「知ること」「感謝すること」「応援すること」で、「知ること」は、トマトならトマトで、どんな種類があるのか、どうやっ
てつくられているか、どんな調理法があるか、どんな歴史や地域性があるかなど、モノ自体をもっと深く知ってもら
うことです。
　「感謝すること」は、それがどんな人によってつくられているか、どんな人がここまで運んでくれたか、どんな人が
料理してくれたかなど、自分においしさと健康をもたらしてくれたヒトに思いをはせることです。三つ目の「応援する
こと」は、消費者自身が感じたおいしさや健康などの体験が広く次の世代へと受け継がれていくよう、食べることは
もちろん、自分が経験したことを誰かに伝えるといった、つくり手を応援する行動を何か起こしてほしいということで
す。
　この三つの要素を、広くモノやサービスを提供している " つくり手 " 側の目線でいえば、商品やサービスの良さを
消費者に伝え、さらに商品やサービスが生まれて消費者に届くまでのストーリーもしっかり伝えることに相当するで
しょう。三つ目の「応援する」は、消費者との関係を強めることを意味します。これは消費者自身が生産に関わる
クラウドファンディングや、環境保護や事業支援などを目的にしたエシカル消費などの最近のトレンドと合致した考
えです。つくり手の立場から、消費者を巻き込む、コアなファンづくり、インフルエンサー育成といった表現をされ
ることもあります。
　森崎さんは「農業の大変さや将来への不安が報じられますが、それはどの業種でも同じことが起きています」と
言います。農業の課題は日本の産業全体の課題であるようです。

　日経ＢＰ総合研究所 上席研究員。198６年筑波大学大学院理工学研究科修士課程
修了。同年日本経済新聞社入社。ＩＴ分野、経営分野、コンシューマ分野の専門誌編
集部を経て現職。全国の自治体・商工会議所などで地域活性化や名産品開発のコンサ
ルティング、講演を実施。消費者起点をテーマにヒット商品育成を支援している。著書
に『地方発ヒットを生む　逆算発想のものづくり』（日経ＢＰ社）。

「食べ物をおいしくする三つのこつと
消費者との関係のつくり方」

「食べ物をおいしくする三つのこつと
消費者との関係のつくり方」
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コンソーシアム理事、特許庁Ⅰ－ＯＰＥＮ専門家、ロボット革命・産業ＩｏＴイニシアティ
ブ協議会中堅中小ＡＧ副主査、サービス創新研究所副所長など。ｉ．ｌａｂ、リアクタージャ
パン、Ｇａｒａｇｅ Ｓｕｍｉｄａ研究所、Ｆａｃｔｏｒｙ Ａｒｔ Ｍｕｓｅｕｍ ＴＯＹＡＭＡ、ハ
タケホットケなどを兼務。各地商工会議所・自治体での講演、新聞・雑誌の寄稿多数。
近著『アイデアをカタチにする！Ｍ５Ｓｔａｃｋ入門＆実践ガイド』。
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※お問合せは
　地域振興部まで。℡24-3141

◦原稿サイズは次の２種類です。
◦１回掲載、連続掲載、様々出来ます。
　（６回掲載の場合は１回分無料になります）

1段：全部
1回11,000円

1段：1／2
1回 5,500円

　事業所の活動や、会社のＰＲ広
告として、是非ご活用下さい。
　毎月事業所及び関係団体に約
２,７００部をお届けしています。

「商工奥州」広告掲載事業所募集中！！「商工奥州」広告掲載事業所募集中！！

　大泉洋さんや安田顕さんたちが結成した北海道出身の演劇ユニットＴＥＡＭ ＮＡＣＳ（チームナックス）の一員、
俳優の森崎博之さんにお話を伺う機会がありました。森崎さんは出演するテレビ番組や舞台などを通じ、農業や農
家を応援する活動に長く取り組んでいます。北海道ローカルで農業と農家を取り上げるテレビ番組に
1７年間にわたって出演し、70０件以上の現場取材経験から農業の将来に危機感を持っているのです。
　番組の中で採れたて野菜のおいしさを知ってもらうため、トマト嫌いの子どもたちをトマト農家に連れて行き、も
ぎたてを食べてもらったことがあるそうです。どの子も「自分が知っているトマトと違う」と感じ、さらにそのうちの
１人が「こんなおいしいものをつくれる生産者はかっこいい」と思って、その後農業高校から酪農関係の大学へ進
んで農業経営を学び、現在は地元の生産者支援の仕事に就いているそうです。つくられている現場を知り、実際に
つくっている人に話を聞いて食べる経験が、子どもたちのトマトへの苦手意識を払拭したといえるでしょう。
　「野菜（食材）をもっとおいしく食べるために大事な三つのこと」を森崎さんは消費者に伝えたいと言います。そ
れは「知ること」「感謝すること」「応援すること」で、「知ること」は、トマトならトマトで、どんな種類があるのか、どうやっ
てつくられているか、どんな調理法があるか、どんな歴史や地域性があるかなど、モノ自体をもっと深く知ってもら
うことです。
　「感謝すること」は、それがどんな人によってつくられているか、どんな人がここまで運んでくれたか、どんな人が
料理してくれたかなど、自分においしさと健康をもたらしてくれたヒトに思いをはせることです。三つ目の「応援する
こと」は、消費者自身が感じたおいしさや健康などの体験が広く次の世代へと受け継がれていくよう、食べることは
もちろん、自分が経験したことを誰かに伝えるといった、つくり手を応援する行動を何か起こしてほしいということで
す。
　この三つの要素を、広くモノやサービスを提供している " つくり手 " 側の目線でいえば、商品やサービスの良さを
消費者に伝え、さらに商品やサービスが生まれて消費者に届くまでのストーリーもしっかり伝えることに相当するで
しょう。三つ目の「応援する」は、消費者との関係を強めることを意味します。これは消費者自身が生産に関わる
クラウドファンディングや、環境保護や事業支援などを目的にしたエシカル消費などの最近のトレンドと合致した考
えです。つくり手の立場から、消費者を巻き込む、コアなファンづくり、インフルエンサー育成といった表現をされ
ることもあります。
　森崎さんは「農業の大変さや将来への不安が報じられますが、それはどの業種でも同じことが起きています」と
言います。農業の課題は日本の産業全体の課題であるようです。

　日経ＢＰ総合研究所 上席研究員。198６年筑波大学大学院理工学研究科修士課程
修了。同年日本経済新聞社入社。ＩＴ分野、経営分野、コンシューマ分野の専門誌編
集部を経て現職。全国の自治体・商工会議所などで地域活性化や名産品開発のコンサ
ルティング、講演を実施。消費者起点をテーマにヒット商品育成を支援している。著書
に『地方発ヒットを生む　逆算発想のものづくり』（日経ＢＰ社）。

「食べ物をおいしくする三つのこつと
消費者との関係のつくり方」
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　株式会社フジタは、富山県高岡市に拠点を構える町工場で、アルミ削り出し加工やアルミ鋳造金型設計・製作
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団へと成長しています。これらの取り組みは、ものづくりの新たな形を模索するほかの町工場や企業にとって、大き
な示唆を与えるものとなっています。（この事例は筆者取材時のものであり、現在では異なる場合があります）
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いわて花巻空港の令和７年度上期ダイヤ改正のお知らせ
　いわて花巻空港の定期便のダイヤが令和７年３月 30日（日）から改正されます。 
　いわて花巻空港からは、札幌、名古屋、大阪、神戸、福岡、台北（台湾）への直行便が運航さ
れています。なお、上海線は、現在運休中です。 
　詳しい運航情報については、直接各航空会社にお問い合わせください。

協会けんぽ岩手支部の加入者・事業主の皆様へ

7

※給与計算を担当されている方はお気をつけ下さい。
令和7年2月分

（3月納付分）まで
令和7年3月分

（4月納付分）から

健康保険料率

介護保険料率
9.63％
1.60％

9.62％
1.59％

保険料額表はこちらから➡ 協会けんぽ　令和7年度保険料額表 検索

◆ご不明な点がございましたら、協会けんぽまでお問い合わせ下さい。
　『全国健康保険協会  岩手支部（協会けんぽ） 』　TEL：019-604-9009（代表）

給与・賞与の

給与・賞与の

給与・賞与の

給与・賞与の

～ ～
～ ～

4

　4月15日（火）　午後２時～午後４時
　　　本所会議室
　　　相談員：岩手銀河法律事務所

４月3日（木）　午後2時～午後4時
　　　本所会議室
　　　相談員：税理士  及川和人

　※国民生活事業

4月8日（火）・22日（火）
　　　午前10時～正午　　 本所相談室
　　　午後 1時～午後3時　江刺支所相談室
　　　相談員：日本政策金融公庫一関支店

　4月15日（火）　午後２時～午後４時
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